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スパウザ小田原について

■設立の経緯
　オレンジ輸入自由化に伴うみかん単価の下落により、みかん減反とその跡地利用が必要となった。
昭和６３年～
・国のみかん減反政策に伴い、全国的にみかん園地の転換が促進された。
・地元地権者、県、市で、雇用促進事業団(現 雇用･能力開発機構)に誘致の働きかけをした。
平成２年　　　　根府川に勤労者リフレッシュセンター建設が決定。
平成５年　　　　着工　　

平成９年１０月　完成　　総工費約４５５億円（市も道路整備等に２６億円支出）
平成１０年３月　営業開始
■譲渡までの経緯
　国の行政改革の一環で、組織や行政が行うべき業務の見直しにより大型福祉施設の売却が決まった。
平成９年　　特殊法人等の整理合理化計画が閣議決定
平成１１年　雇用促進事業団が廃止され特殊法人雇用･能力開発機構が設立。
平成１３年
・行革断行評議会から雇用･能力開発機構の廃止解体による民業活性化案が提示され、スパウザ小田原等の大型福祉施設の売却案が提示された。
・特殊法人等整理合理化計画が閣議決定された。
平成１４年
・改革推進本部において、特殊法人等の廃止民営化が閣議決定された。
・スパウザ小田原は他へ譲渡という方針が決定した。
■施設概要
所有者：特殊法人 雇用･能力開発機構
運営管理：(財)勤労者リフレッシュ事業振興財団　
土地：２４.３万㎡
建物：　５.２万㎡（延面積）
　宿泊棟、バーデハウス棟、体育館、体力増進棟、コテージ、屋外レストラン、あずま屋等
職員宿舎：市内４ヶ所７２戸（根府川32戸、寿町17戸、栄町20戸、久野3戸）
従業員：正職員105名　嘱託10名　契約１６名、パート４７名
決算状況（平成１２年度）
　収入：２６.６４億円（宿泊人数　７.６１万人）
　支出：２６.５５億円（保守管理費　２.２億円）
　収支：９００万円
■市への売却価格

　職員宿舎も含め８億数千万円
■事業提案の公募

　平成１５年度予算では、調査費が計上された。調査費の内容は野村総合研究所にスパウザの経営診断と公募についての調査を依頼したものである。
　現在それに基づき、事業提案競技の公募が行われ、業者が１３社登録、締切りまでに９社が事業提案を提出した。
事業提案競技の主な条件
・新たな健康･交流をテーマとして、市民･国民が楽しめる複合型のサービスを行うこと。
・風俗営業施設を導入してはならない。
・施設の管理運営･維持補修等は大規模修繕を除き民間事業者が直接行う。
・現在の正規従業員の再雇用に最大限の配慮をする。
・平成16年2月1日より貸付
・貸付料　年額４億３千万円以上
・保証金　貸付料の６ヶ月分　契約満了時に返還
・貸付期間　５年（更新することができる。）等
■今後の予定（市議会で予算案が可決した場合）
平成１５年２月～　　市議会３月定例会(予算審議)→調査費のみ計上

平成１５年４月下旬　予備審査結果発表
平成１５年５月中旬　予備審査通過者によるﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝ
平成１５年５月下旬　交渉順位決定と事業基本計画の協議

平成１５年６月　　　定例会に取得のための補正予算計上？

平成１５年６月以降　市と機構の売買契約
平成１６年２月　　　市へ施設引き渡し
平成１６年３月　　　特殊法人雇用･能力開発機構が独立行政法人化、(財)勤労者リフレッシュ事業振興財団の廃止　
　市長からは、公募参加者がなかった場合には購入しない旨の発言がありましたが、今回９社の提案があった事で、行政側のスパウザ取得がほぼ固まりました。
小田原地下街について

■地下街建設の目的
　小田原駅前広場の混雑解消と人車分離を図るため、地下施設及びこれに付帯する各種施設の建設整備を行い、旅客及び公衆の利便を図ること。
■地下街建設の経緯
昭和３０年　駅前広場の計画決定（一部遅れ）
昭和３１年　箱根登山鉄道が建設申請
昭和４７年　事業決定
昭和４８年　地下街の危険性が国会で取り立たされ一時期全国的に建設禁止となる。
オイルショック　政府の投資抑制策と建設費の高騰(見積の３倍弱)

昭和５１年　開業
　小田原市当局、商工会議所、商店会、多くの市民の協力と互譲と不屈の努力によって完成したものである。
（参考資料：小田原地下街創業から今日までのあゆみ　平成２年　小田原地下街㈱）
■民事再生法から新会社㈱アミーおだちか設立まで
　昨年７月に民事再生法の申し立てをし、本年１月２０日に、再生計画案が提出された。
　市議会では、３月３日の本会議にて㈱アミーおだちかへの３０００万円の出資について補正予算を採択し、３月５日の債権者集会に間に合わせた。
■負債内容と清算のための再生計画案
　負債総額は約１８億円で、金融機関からの借入金約５億４千万円は、主要株主の箱根登山鉄道が債務保証をしており弁済した。
　再生計画では、箱根登山鉄道や鉄道弘済会、小田急電鉄などの小田原地下街の主要株主が合計１４億円拠出し、共益債権、優先債権を弁済したうえで、取引先４１社の債権総額約８億６千万円の７割を３月末に一括弁済するという清算のための再生計画であった。
　市出資の2400万円は戻らなかった。
■㈱アミーおだちかの設立の目的及び概要
　県西地域の交通結節点である小田原駅に至便な距離に位置する、県西唯一の地下街商店街として既存商店街等と一体となって小田原市の商業振興に寄与するために必要な事業を行うことを目的とする。　
　小田原地下街㈱の事業を継承し、その継続・発展を図るためテナント運営やタバコの販売、その他関連事業を行う。
資本金　6500万円
　小田原市 3000万円、商工会議所 2000万円　さがみ信金 1000万円、その他 500万円
役員
取締役社長　原義明（商議所会頭､小田原瓦斯㈱社長）
　取締役　　廣澤冨正（商議所名誉会頭､小田原魚市場会長）
　取締役　　井上久嘉（商議所副会頭､㈱報徳会長）
　取締役　　青木正次（小田原市助役）
　監査役　　秋山勝（秋山会計事務所）　　　いずれも無報酬。旧経営陣はいない。
■なぜ破綻したのか？
　市側の説明では、リフォームの借入金と売上減によるテナント料収入減によるものであった。テナントが撤退して経営が破綻したのではなく、運営会社の経営上の問題であった。
■新会社の経営が上手くいくのか？
　新会社の経営は、「借入金の負担がなくなれば、健全な経営ができるはず。」というもので、今後過度な投資をすれば破綻への道を歩むことになる。　
■なぜ市が筆頭株主にならなければならないのか？
　なぜ市が筆頭株主として３０００万円出資する必要性は、地下街に進出しているテナントの事業継続の要望と、公共施設（中央通路は市道）を民間に譲渡させる訳にはいかないという政治判断が働いた。
■地下街の将来は･･･？
　駅ビル（詳細は未定）建設や、お城通り再開発事業（現東口臨時駐車場）など、すぐ近くで大規模事業が計画されている。
　また、民間の受け皿会社が現れなかったことや、駅ビル詳細計画の発表の遅れなどからすると楽観できる状態ではない。
　議会としても経営状態をチェックし過度な投資を抑えながら、活気あるものにしていかなければならない。
お城通り地区再開発事業について

■主な経過

平成元年３月　　　小田原駅東口お城通り地区再開発準備組合が設立される。

平成１１年３月　　神奈川県及び小田原市が広域交流拠点整備構想を策定する。

平成１３年５月　　準備組合において「基本計画」が策定される。

平成１３年１２月　

準備組合において、業務代行方式により、事業推進していくことを決定する。

平成１４年５月

準備組合が株式会社村井敬合同設計を一般業務代行者として決定する。現在準備組合と一般業務代行者が協働体制のもと、早期事業化に向けて床需要・事業採算性を踏まえた施設計画案、事業化計画の検討を進めている。

小田原駅東口お城通り地区市街地再開発事業

事業化計画検討書（中間報告）

平成１４年１２月

（株）村井敬合同設計

Ⅰ　事業化計画検討の趣旨

平成１３年度に行われた基本計画の検証において、マーケットヒアリングに基づき事業実現可能性を踏まえた施設計画の検討を行い、その中で、１）都市計画等との調整、２）周辺計画等との調整、３）権利変換に伴う諸課題の調整が今後の課題とされました。今回、これら市街地再開発事業を実施するための基礎条件を確認すると共に、再度、基本計画を検証し、事業化を前提とした計画を検討しました。咋今、社会経済情勢の低迷が続くなか、地価・マーケット環境などが本計画に多大な影響を及ぼしています。

そこでどのようにすれば事業実現性を高め、確実な事業推進を行うことが出来るのか、適切な事業推進の方向性を提案いたします。本開発の成功により、地価の下落に歯止めをかけるとともに小田原駅周辺の活性化が促進されることが望まれます。

Ⅱ　事業化計画検討（中間報告）の結果

都市計画等及び周辺計画等の調整については、引き続き計画の進展にあわせ具体的な協議を行っていきます。社会経済情勢の悪化は本計画にも大きな影響を及ぼし、保留床処分価格の低下を招くことになりますが、マーケットに合わせた施設規模について再検証を行い、実現可能性の高い計画案を作成いたしました。

しかし、地価の下落と床需要の低下により、土地の一部を手放すことになる従来の権利変換手法では、権利者にとって大変厳しいものになると思われます。本事業を推進するためには、地価動向に左右されず、床価格対応力を高めた計画となるよう検討する必要があります。そのためには地価をベースとしない定期借地権等、自由度の高い全負同意型の権利変換方式の活用が望まれます。

Ⅲ　各種調整事項の検討結果

都市計画等との調整

基本計画に基づき都市計画素案の検討を行いました。

①都市計画手法

高度利用地区＋総合設許制度、若しくは再開発地区計画で進めます。

②事業手法

補助金等の優遇制度が活用可能な第一種市街地再開発事業で進めます。

③壁面後退の考え方

１Ｆと２Ｆレベルで歩行者動線を分離し、１Ｆは歩道と一体的整備、２Ｆはペデストリアンデツキを整備する計画で進めます。

周辺計画等との調整

１）再開発事業区域の検討

①隣接敷地の取扱

小田原駅からの動線が駅ピル駐車場によって分断されるという問題はあるものの事業成立性の向上と早期事業化が見込めるため、ＪＲ東日本敷地を取り込まない再開発事業区域とする計画で進めます。

２）公共施設取扱の検討

①道路計画（駐車場出入口の処理）（交通広場・区画道路）

既存周辺道路の交通処理をベースとすると、計画地内に交通広場等を設ける必要があるため、その形態や滞留長の処理方法について、関係諸機関との協議・調整を進めます。

②道路拡幅

お城通りは、都市計画上では整備済みとなっていますが、現況では一部歩道が整備されていないことから、お城通りを計画地側に約３ｍ拡幅し、歩道整備や電線地中化など一体的な道路整備をする計画で進めます。

③水路用地の取扱

区域内の水路用地については、施設建築敷地から除いた計画で進めます。

その他

①広場

施設の計画に合わせ、２階のペデストリアンデッキレベルに開放された広場を整備する計画で進めます。

Ⅳ　社会経済情勢の変化に伴う基本計画の再検証

事業推進に係る環境が著しく悪化しており、市街地再開発事業成立への影響が懸念されます。

地価動向

昨年より約２０％の大幅な下落となっています。

経済環境

社会経済環境は混迷をつづけており、小田原駅前のマーケットに対する厳しい評価もあります。

①商業

駅前商業の地盤沈下傾向が顕著になっています。・丸井の撤退とそれに伴う集客力の低下・小田原地下街の民事再生法適用申請

②ホテル

咋年のテロ事件以来、新規出店意欲が落ち込んでいます。

③住宅

価格の低迷と年間分譲住宅供給戸数に限りがあります。また、神奈川県住宅供給公社が新規事業参画を中止するなどの動きがあります。

④業務

新規大型の床需要は見込めないと考えられます。

事業への影響

マーケットの縮小により、施設規模の再検証が必要となります。また、床の賃貸可能価格（テナント負担カ）が低迷していることにより保留床処分可能価格が低下する可能性が高くなります。

Ⅴ　各業態立地可能性について

現在の経済情勢に基づいて、再度、各業態別の立地可能性について検討を行いました。・

都市型ホテル

富士・箱根・伊豆を背後に抱えた新幹線停車駅でもある広域交流拠点の核施設として、都市型ホテルを計画しています。現状として国際的チェーンホテルグルーブから約７０００㎡の出店希望を受けています。今後より本開発にふさわしい施設を目指し内容をバージョンアップさせていきたいと考え、目標として１００００㎡のホテルを想定しています。また、ホテル事業を安定したものとするために、床コストを抑えた開発とする必要があります。

コンベンションセンター

富士箱根伊豆交流圏の地域交流センターとして、小田原アリーナや小田原市民会館の大ホールの機能を補完する交流施設を整備します。規模としては中小規模の多目的ホールやコンベンション施設（大会議室・展示室）を整備し、駅前複合ピルの特性である交通利便性・集客性・話題性を最大限活用可能な施設とし、また、運営に関してはホテルのバンケット機能との連携が可能な形態を考慮します。今後施設内容を検討するにあたり、小田原市と連携をとり、周辺に立地する企業二一ズも踏まえた計画としていきます。

事務所等

昨今の経済情勢から、新規の大型事務所需要は期待できません。その中で、通信・情報化等の最新設備を整備することで、小田原市内に事業所を持つ企業や、金融機関、行政サービス、情報・生活関連企業のショールーム・事務所等の誘致を考えています。また、事務所に多様性を持たせ、ＳＯＨＯ型企業や新興ベンチャー企業等が活動しやすい環境を整備します。規模としては、事務所機能を充実できるロットとして５０００㎡程度を考えています。

商業施設

本年３月の丸井撤退や７月の小田原地下街の民事再生法申請など小田原駅前の商業環境は大変厳しい状況にあります。地権者からは本開発の役割として小田原駅前地区の商業活性化効果も望まれていますが、本開発単独でその責を負うことはあまりにも過大なリスクと考えられます。商業者からのヒヤリングによると、小田原駅前への出店の阻害要素として、街（地域）全体の商業インフラ環境（周辺道路、駐車場、歩行者通路、アメニティ等）全般に対する未整備があげられており、行政並びに地域（商工会・商店街等）としての対応が望まれています。また、川東地区の更なる商業集積に対応する為にも新たなる小田原駅前地区の商業戦略が必要と考えられます。現時点で再開発事業を成立させる為には、不透明な商業環境に左右されない施設規模（床面積）を設定しておく必要があり、路面型等のテナントニーズの高い位置に限定した商業床を計画しました。具体的な規模としては、現権利者床（約５０００㎡）の多くが商業床であり既存テナントの床を確保する意味からも４５００㎡としました。

都市型住宅

駅前という利便性と、高層建物の眺望を生かした都市型住宅を計画します。これによって中心市街地の夜間人口と居住人口減少に歯止めをかけるとともに、ディンクス・ビジネス層・アクティブな熟年層等の活動的な行動の拠点を整備することで、ＳＯＨＯビジネス等の展開など地域の活性化に寄与していきます。分譲住宅・賃貸住宅両方の展開が可能ではありますが、再開発建物の将来を鑑み権利関係をシンプルにすることと、駅前住宅として常に活力あふれる機能を維持する為には、生活者のライフサイクルの変化に対応しやすい優良な賃貸住宅の整備を目指していきたいと考えています。戸数としては、年問１００戸程度の新規需要を想定し、２年程度で充足する戸数として２００戸を設定しました。また、賃賃住宅事業を安定したものとするためにも、床コストを抑えた開発とする必要があります。

施設計画

①都市計画

・第一種市街地再開発事業

・公共　　施設水路・交通広場（区画道路）・道路用地（拡幅分）は従前従後とも公共施設用地扱いとする。

・その他　建築敷地面積　９３４０㎡

　　　　　壁面後退　　　１Ｆ部分は歩道整備と合わせ２ｍ、２Ｆペデストリアンデッキ機能と合わせ４ｍとする。

②施設構成と施設規模

用途別の床需要をベースに実現可能な最大値を想定しました。

ホテル　　　　　　　　１００００㎡

コンベンション　　　　　５０００㎡

都市型商業　　　　　　　４５００㎡

ＩＴブラザ　　　　　　　５０００㎡

住宅（２００戸）　　　１６５００㎡

附置駐車場（１７８台）　５５６０㎡

延床面積　　　　　　　４６５６０㎡

検討結果

①施設構成と施設規模

施設需要に合わせた床面積の設定を行い、実現可能な施設構成及び規模設定となりました。

②事業性

現状の厳しい経済環境の下で実現可能な方策のシミュレーションを行い、事業の安全性や安定性について検証できました。

Ⅶ今後の事業推進策

事業推進に向けての方向性

①市街地再開発事業における定期借地権の活用

地価下落と床需要の低下による保留床処分の困難性等から市街地再開発事業の組み立てが難しくなってきています。この両面の問題点を解決する一つの手段として期待されているのが、市街地再開発事業に定期借地権を活用する方法です。まず、地権者からみると、権利変換手法においては土地資産の一部が債却資産である建物資産に変換される（土地の一部を手放す）という問題点がありますが、バブル期までは地価高騰による権利床の取得量の多さによってカバーされ、地権者も納得性が持てましたが、地価下落の最近では、土地資産の保全という面での納得性を地権者が見出し難くなってきています。

これに対し、定期借地権方式の場合には、一定期間経過後土地が戻ること、定期借地権設定期間中は一定の地代収入を得られること等により、地権者が再開発事業に参加し易い状況となる可能性が考えられます。

一方、床コストの問題に対しては、定期借地権の活用により、土地共有持分型や普通借地権（地上権）設定型等より低額での供給が可能であり、投資コストと床の収益性の問題の解決策となり得る可能性と地価を顕在化させない事業の仕組みづくりの可能性に期待が持たれます。さらには、定期借地権の場合は、一定期間経過後の除却が原則となるので、再開発ビルの管理運営について将来計画の目標設定を明快とすることも可能となるなどのメリットもあります。したがって、本事業の推進には地価動向に左右されず、床価格対応力を持つ定期借地権活用型などの自由度の高い全員同意型の権利変換方式の活用が望まれます。

②床価格の精査

事業者誘致のための適正な床価格の設定、施設整備方策等については更なる検討が必要となります。

③事業推進体制

小田原市、民間権利者、業務代行者の役割分担・責任範囲を明確にして、確実な事業推進が行える体制が必要となります。

④市街地再開発事業の効果

市街地再開発事業を成功させることで、周辺地価の下落に歯止めをかけ、小田原駅周辺地区の活性化に寄与することが可能となります。そのことは結果的に地権者の資産価値を向上させることにつながっていきます。

今後の進め方

①権利者の意向調査と合意形成

本中間報告をもとにして、より権利者の皆様のご意向に沿った計画の検討を進めていくために、権利者の皆様の事業参画に関するご意向・ご意見を収集し、合意形成を図っていきます。

②計画の精査

再開発事業で作り上げる施設が、小田原市の顔として、またランドマークとしてふさわしいものとなるよう、より詳細な施設計画の検討を進めます。

③デベロッパー・テナント誘致

事業成立の確度を上げるために、計画に合ったより優良なデベロッパー・テナント誘致を図ります。

④各種事業の実施

都市計画決定に向けて、小田原市と協議を進めながら、都市計画原案を作成します。再開発組合設立に向けて、事業計画の作成を行うために各種事業を行います。

・現況測量業務

・現況調査業務（権利関係・居住営業調査等）

・基本設計業務

・資金計画作成業務

・その他総合コンサルタント業務等
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